自治基本条例制定に向けた市民学習会　第１回

２００８年２月１２日　１９：００～２１：００

於　小諸市役所本庁舎


協働のまちづくりと地方自治を考える

わたしたちのまちの憲法「自治基本条例」って何だろう？

明治学院大学法学部　鍛冶　智也

はじめに

　食品表示偽装事件，輸入餃子事件，再生紙事件

　自治体における「格差社会」の到来と夕張ショック

　株主総会の昔と今

米国ジョージア州サンディ・スプリング市の例　繁文縟礼との闘いCutting the Red Tape　

００７とミッション・インポッシブル
Ⅰ　自治体を巡る環境の変化

　１　財政の逼迫　　　　　　　→　無駄な事務事業の廃止

　２　経済成長の鈍化　　　　　→　社会資本の維持管理の時代

　３　土建国家の行き詰まり　　→　「選択と集中」

　４　住民の納税者意識の向上　→　予算から決算への重要性の変化

　５　ナショナルミニマム　　　→　シビルミニマム

Ⅱ　政府に関する５つの「改革」の進行

　１　地方分権改革

　　　　中央依存型行政→自立した地方政府　市町村合併，道州制

　２　三位一体改革

　　　　均衡分配型財政運営→自己責任型（格差拡大）経営

　３　規制改革

　　　　規制社会→経済的規制の緩和　市場化テスト，「事業仕分け」作業

　４　公務員制度改革

　　　　閉鎖型制度→開放型制度　キャリア制度・天下りの見直し

　５　特殊法人改革

　　　　監督官庁による事前申請監督型→第三者による日常監視型

Ⅲ　分権型社会の地方自治体

　１　地方自治の憲法上の規定

「地方公共団体の組織及び運営に関する事項は，地方自治の本旨に基いて，法律でこれを定める」

　２　住民自治と団体自治

　　　官治と中央集権

３　住民を守る防波堤の役割

　権力の分立　均衡と抑制

　４　自治体の立法・行政は国の立法の範囲内に限定？

　　　　国家　　憲法－法律－命令（政令，省令等）

　　　　自治体　　　　条例－規則・要綱

　　　　　　　　　　　上乗せ条例　横出し条例

　５　議会制民主主義の形態の差異

　　　　国家　　議院内閣制（一元的代表制）　合議制の内閣と国会

　　　　自治体　首長制（二元的代表制）　　　独任制の首長と議会

Ⅳ　新しい「公共」の考え方

　１　公私二分論（官民二元論）→　公共共担論　公民協働論

　２　公共領域の担い手の変化　ＮＰＯ／ＮＧＯの活動領域の拡大

　３　新しい公共経営　ＮＰＭ論の台頭

　４　アカウンタビリティの重視

　５　「地方自治は民主政治の最良の学校」

Ⅴ　協働のまちづくりとは？

　１　国や周辺自治体との協働

　　　　ガバメントからガバナンスへ

　２　ＮＰＯ／ＮＧＯとの協働

　　　　下請けではない　専門家によるパートナーシップ

　３　社会指標の共有と評価

　　　　コミュニティカルテ，行政評価（政策評価）

　４　住民と自治体との協働

　　　「まち」の宝や問題点を発見し，共有していくプロセス

　５　自治憲章，特別法，自治基本条例

　　　　自治基本条例の意義とは？

